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平成21年5月12日 
各 位 

会 社 名      東京応化工業株式会社

代 表 者 名      取締役社長 中村洋一

コード番号      4186（東証第一部） 

問 合 せ 先      広報部長  赤間 廣

 TEL. 044-435-3000 

緊急収益対策および事業構造改革の実施に関するお知らせ 
 

当社は、現下の厳しい事業環境に対処すべく、下記のとおり緊急収益対策および事業構造改革

の諸施策を実施することを決定いたしましたので、その概要についてお知らせいたします。 
 

記 
 

1．緊急収益対策および事業構造改革実施の背景 

当社は、前期（平成21年3月期）後半以降、世界的な実体経済の落込みにより事業環境が急速に

悪化する中、緊急収益対策として様々な施策を講じてまいりました。しかしながら、本日付「平

成21年3月期決算短信」にて公表いたしましたとおり、前期に引き続き、今期（平成22年3月期）

につきましても赤字業績予想を余儀なくされるなど、依然として厳しい状況となっております。 

このような状況の下、当社は、業績の改善に向けてより抜本的な施策が急務であるとの認識に

立ち、すでに取り組んでおります緊急収益対策に加えて、中長期的な視点から事業構造改革を断

行することといたしました。 

緊急収益対策の強化および事業構造改革の迅速かつ着実な実行により、次期（平成23年3月期）

におきまして、年間50億円（平成21年3月期比／連結）のコスト削減を実現してまいりたいと考え

ております。 

＜事業構造改革の骨子＞ 

① 早期退職特別優遇措置の実施 

② 国内製造拠点の統廃合（国内9拠点を8拠点に削減） 

③ 装置事業の抜本的改革 
 

2．緊急収益対策および事業構造改革の概要 

(1) 緊急収益対策 

① 報酬・給与の減額 

平成21年2月9日に公表いたしましたとおり、本年1月より当社全取締役・執行役員の月額

報酬および全管理職の月額給与を10％から25％減額し、監査役も月額報酬を25％自主返上し

ておりますが、本件につきましては当分継続してまいります。また、これに加え、本年4月

より、当社および関係会社一般社員の月額給与につきましても2.3％から3％減額しております。 

なお、平成21年3月期の取締役賞与につきましては、支給しないことといたします。 

 

② 一時休業の実施 

需要の減退に対応するため、本年1月より、国内製造拠点を中心に月間3日を限度として一

時休業を実施しております。これにより、諸経費の削減を図ってまいります。 
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③ 設備投資の削減 

設備投資は、一つひとつの案件について延期・凍結を含めた見直しを行い、その必要性と

緊急性を慎重に見極めたうえで実施いたします。 

なお、平成22年3月期の設備投資につきましては、近年では極めて低い水準となる19億円

（連結）を計画しております。 

 

④ その他諸経費の削減 

社員の時間外勤務の抑制等を継続的に行い労務費の削減を図るほか、福利厚生費につきま

しても節減してまいります。その他、すべての経費について徹底的な見直しを行い、優先度

の低い支出を抑制いたします。 

 

(2) 事業構造改革 

① 早期退職特別優遇措置の実施 

＜早期退職特別優遇措置の概要＞ 

a．対 象 者 平成21年4月1日現在において満45歳以上の当社および関係会社の社

員ならびに嘱託者・契約社員・再雇用者 

b．募集期間 平成21年5月21日から同5月28日 

c．募集人数 設定しない。 

d．退 職 日 平成21年6月30日 

e．優遇措置 所定の退職金に特別加算金を上乗せし支給する。また、希望する社

員に対して再就職支援を行う。 

 

② 国内製造拠点の統廃合 

将来における事業環境の見通しならびに収益改善の可能性等を検討し、平成22年3月末を

目処に、現在国内に9箇所ある製造拠点を8箇所に集約し、業務の効率化および諸経費の削減

を図ってまいります。 

 

③ 装置事業の抜本的改革 

装置事業の収益改善に向けて、協力会社との協業や組織のスリム化等を進め事業体質の転

換を図り、材料事業との相乗効果等を勘案し将来的に成長が見込まれる分野に研究開発を集

中させるなど、抜本的な改革を推進してまいります。 

 

3．今後の見通し 

上記の緊急収益対策および事業構造改革の実施による業績への影響は、本日付「平成21年3月期

決算短信」にて発表いたしました平成22年3月期業績予想に織り込み済みであります。 

なお、中期計画第3次「tok チャレンジ21」（平成19年3月期から平成21年3月期まで）に続く第

4次中期計画は当分見送り、経営基盤を強化したのちに開始することといたします。 

 

以 上 


